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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
回路構成体と、前記回路構成体を収容する収容部を有する合成樹脂製のケース本体と、前
記ケース本体の前記収容部を覆うように取り付けられる金属製のカバーと、を備え、
　前記カバーは前記ケース本体の前記収容部を覆う覆い壁と、当該覆い壁から連なり前記
ケース本体の周縁に配される側壁と、を有し、
　前記ケース本体には、前記カバーの側壁のうち、前記覆い壁とは反対側の端部を除く部
分と当接する当接部が前記ケース本体の外側面から外側方向に突出形成された突出部に設
けられ、
　前記ケース本体と前記カバーとの間に、前記当接部に対して前記覆い壁及び前記覆い壁
と反対側に、隙間を有する電気接続箱。
【請求項２】
前記ケース本体の前記当接部に連なる面には、前記カバーを取付方向へ案内する案内面が
形成されている請求項１に記載の電気接続箱。
【請求項３】
前記当接部よりも前記カバーの取付方向の前方には、前記カバーの側壁から離れる方向に
連なる面が形成されている請求項１または請求項２に記載の電気接続箱。
【請求項４】
前記当接部の、前記カバーの取付方向に平行な方向の断面における形状が曲線状である請
求項１ないし請求項３のいずれか一項に記載の電気接続箱。
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【請求項５】
前記当接部は、前記カバーの取付方向に平行な方向の断面において、一つの前記側壁につ
き１か所である請求項１ないし請求項４のいずれか一項に記載の電気接続箱。
【請求項６】
前記覆い壁と前記側壁とのなす角が鈍角である請求項１ないし請求項５のいずれか一項に
記載の電気接続箱。
【請求項７】
前記ケース本体には、前記当接部よりも前記カバーの取付方向の前方に前記ケース本体と
前記カバーとの間に浸入する水を排水する凹部が設けられている請求項１ないし請求項６
のいずれか一項に記載の電気接続箱。
【請求項８】
前記カバーとともに前記ケース本体を収容する金属製の放熱部材を備える請求項１ないし
請求項７のいずれか一項に記載の電気接続箱。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、電気接続箱に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子回路部が組み立てられた回路基板ユニットを金属製のケーシング内に収容し
てなる電子制御装置が知られている（例えば特許文献１を参照）。金属製のケーシングは
、扁平な箱形のフレームと、フレームの開口部を覆う蓋部材とからなり、フレームと蓋部
材とをねじ止めすることにより密閉されるようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００１－２２３４８９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　ところで、金属製のケーシングは比較的厚みが薄いため、自動車等の車両に搭載された
状態では、容易に振動して、ねじ留め部分以外の部分でフレームと蓋部材とが互いにぶつ
かり合い、異音が発生する虞があった。
【０００５】
　本発明は上記のような事情に基づいて完成されたものであって、異音の発生を抑制した
電気接続箱を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、回路構成体と、前記回路構成体を収容する収容部を有する合成樹脂製のケー
ス本体と、前記ケース本体の前記収容部を覆うように取り付けられる金属製のカバーと、
を備え、前記カバーは前記ケース本体の前記収容部を覆う覆い壁と、当該覆い壁から連な
り前記ケース本体の周縁に配される側壁と、を有し、前記ケース本体には、前記カバーの
側壁のうち、前記覆い壁とは反対側の端部を除く部分と当接する当接部が前記ケース本体
の外側面から外側方向に突出形成された突出部に設けられ、前記ケース本体と前記カバー
との間に、前記当接部に対して前記覆い壁及び前記覆い壁と反対側に、隙間を有する電気
接続箱である。
【０００７】
　本発明において、合成樹脂製のケース本体には金属製のカバーの側壁のうち、覆い壁と
は反対側の端部を除く部分と当接する当接部が設けられている。したがって、本発明によ
れば、電気接続箱が自動車等の車両に搭載された場合のように振動を受けた場合であって
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も、カバーがケース本体の当接部と当接することで振動が抑制されるので、異音の発生も
抑制される。
【０００８】
　本発明は以下の構成であってもよい。
　前記ケース本体の前記当接部に連なる面には、前記カバーを取付方向へ案内する案内面
が形成されていてもよい。
　このような構成とすると、カバーとケース本体とが当接した後、カバーが案内面により
、取付方向へと案内されるので、カバーをケース本体に円滑に取り付けることができる。
【０００９】
　前記当接部よりも前記カバーの取付方向の前方には、前記カバーの側壁から離れる方向
に連なる面が形成されていてもよい。
　このような構成とすると、カバーとケース本体とが、当接部よりもカバーの取付方向の
前方で接触しないので、異音の発生抑制効果が確実なものとなる。
【００１０】
　前記当接部の、前記カバーの取付方向に平行な方向の断面における形状が曲線状であっ
てもよい。
　このような構成とすると、カバーの側壁に当接部によって傷がつくのを防止することが
できる。
【００１１】
　前記当接部は、前記カバーの取付方向に平行な方向の断面において、一つの前記側壁に
つき１か所であってもよい。
　このような構成とすると、カバーとケース本体とが、複数箇所で当接しないので、異音
の発生抑制効果が確実なものとなる。
【００１２】
　前記覆い壁と前記側壁とのなす角が鈍角であってもよい。このような構成とすると成形
しやすい。
【００１３】
　前記ケース本体には、前記当接部よりも前記カバーの取付方向の前方に前記ケース本体
と前記カバーとの間に浸入する水を排水する凹部が設けられていてもよい。
　このような構成とすると、回路構成体を水の浸入から保護することができる。また、上
記のような構成とすると凹部の位置を調整することで当接部の位置や面積を調節すること
もできる。
【００１４】
　　前記カバーとともに前記ケース本体を収容する金属製の放熱部材を備えていてもよい
。このような構成とすると、回路構成体から発生する熱を放熱する放熱部材が収容容器と
して機能するので、部品点数を削減しつつ放熱性を高めることができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明によれば、異音の発生を抑制した電気接続箱を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】実施形態１の電気接続箱の斜視図
【図２】電気接続箱の側面図
【図３】電気接続箱の一部平面図
【図４】図３のＡ－Ａ線における一部断面図
【図５】図３のＢ－Ｂ線における一部断面図
【図６】図４の要部拡大断面図
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　＜実施形態１＞
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　本発明の実施形態１を図１ないし図６によって説明する。
　実施形態１の電気接続箱１０は、例えば電気自動車やハイブリット自動車等の車両のバ
ッテリ等の電源とランプ等の車載電装品や駆動モータ等からなる負荷との間の電力供給経
路に配され、例えばＤＣ－ＤＣコンバータやインバータ等に用いられるものである。以下
では、上下方向については、図２の上側を上方、下側を下方とし、前後方向については図
３の手前側を前方、奥側を後方として説明する。
【００１８】
　電気接続箱１０は、図１に示すように、回路構成体１１と回路構成体１１を収容するケ
ース本体２１と、カバー３０とを備える。回路構成体１１は、放熱部材４０の上面に配さ
れた第１回路基板１２と、第１回路基板１２の上方に所定の間隔を空けて平行に配置され
た第２回路基板１７と、外部機器（図示せず）と接続可能なコネクタ部１８と、を備えて
いる。
【００１９】
　第１回路基板１２は、ケース本体２１の枠部２２に嵌め入れられる形状をなし、プリン
ト基板１３とバスバー１４とを重ねて構成されている。プリント基板１３は、絶縁材料か
らなる絶縁板に銅箔等からなる導電路がプリント配線技術により形成されてなる。バスバ
ー１４は、銅合金等からなる金属板材を導電路の形状に応じて打ち抜くことにより形成さ
れており、その一部の端部は、クランク状に屈曲されて前方に向けて延びる一対のコネク
タ端子（図示せず）を形成している。
【００２０】
　第１回路基板１２は、放熱部材４０の上面に放熱用接着剤１６で接着することにより固
定されている。また、第１回路基板１２には電子部品１５が実装されている。
【００２１】
　第２回路基板１７は、第１回路基板１２に対して所定の間隔を空けて平行な姿勢でケー
ス本体２１の上部に固定されている。第２回路基板１７は、絶縁材料からなる絶縁板に銅
箔等からなる導電路がプリント配線技術により形成されてなる。
【００２２】
　第１回路基板１２の導電路と第２回路基板１７の導電路との間は、複数の端子（図示せ
ず）により接続されている。
【００２３】
　本実施形態では、収容容器２０として回路構成体１１を収容する合成樹脂製のケース本
体２１と、金属製のカバー３０と、カバー３０とともにケース本体２１を収容する金属製
の放熱部材４０と、を備える。本実施形態では、放熱部材４０の上面にケース本体２１が
載置され、ケース本体２１の上にカバー３０が被せつけられている。まず放熱部材４０に
ついて説明する。
【００２４】
　放熱部材４０は、アルミニウム合金や銅合金等の熱伝導性が高い金属材料からなる。放
熱部材４０のケース本体２１が載置される面（上面）は扁平面とされ、放熱部材４０の下
面側には多数の放熱フィン４１が並んで配されている。放熱部材４０の外周には、カバー
３０を固定するためのネジ孔４２（図５を参照）が複数形成されている。放熱部材４０の
外周において、ネジ孔４２の横には、カバー３０のネジ挿通孔３３を位置決めする位置決
め突部４３が外側方向に突出形成されている（図２を参照）。
【００２５】
　カバー３０は、アルミニウム等からなる板状の金属に打ち抜き加工及び曲げ加工を施す
ことにより、下面が開放した箱形に形成されている。カバー３０はケース本体２１の収容
部２９を覆う覆い壁３１と、当該覆い壁３１から連なりケース本体２１の周縁に配される
側壁３２と、を有する。本実施形態では、覆い壁３１と側壁３２とのなす角αが鈍角であ
るので、成形しやすく、ケース本体２１に被せつけて放熱部材４０に取り付ける取り付け
作業を円滑に行うことができる。
【００２６】
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　カバー３０の側壁３２のうち、前方に配される前側壁３２には、コネクタ部１８のハウ
ジング１８Ａおよび制御用コネクタ１９のハウジング１９Ａの外形に沿うように略矩形状
に切り欠かれた開口部３４Ａ，３４Ｂがそれぞれ形成されている。
【００２７】
　また、カバー３０の側壁３２の下縁部のうち、上述した放熱部材４０のネジ孔４２に対
応する領域には、下側に向けて延出された延出部３５が設けられており、この延出部３５
に、ネジ５０を通すネジ挿通孔３３が形成されている。ネジ５０をネジ挿通孔３３に通し
て放熱部材４０のネジ孔４２にねじ止めすることで、カバー３０が放熱部材４０に固定さ
れるとともに、放熱部材４０を介してグランドと電気的に接続される。
【００２８】
　また、カバー３０の側壁３２の延出部３５には、放熱部材４０の位置決め突部４３を受
け入れて、カバー３０のネジ挿通孔３３を放熱部材４０のネジ孔４２に対して位置決めす
る位置決め孔３７が形成されている。延出部３５において、位置決め孔３７はネジ挿通孔
３３と並んで設けられている。
【００２９】
　ケース本体２１は、詳細は図示しないが、放熱部材４０の周縁部に沿ってフレーム状に
形成された枠部２２を有している。枠部２２と後述する放熱部材４０の上面とにより囲ま
れた空間は、回路構成体１１を収容する収容部２９である。枠部２２の前面は部分的に切
り欠かれており、その切り欠かれた部分に、制御用コネクタ１９と、コネクタ部１８とが
配されている。
【００３０】
　ケース本体２１の枠部２２は、図４に示すように、放熱部材４０の上面に載置される載
置部２３と、載置部２３よりも下方に延出され、放熱部材４０の側面とカバー３０との間
に配される延出片２４を有している。枠部２２の延出片２４の、放熱部材４０のネジ孔４
２に対応する部分は切り欠かれていて、放熱部材４０のネジ孔４２とカバー３０のネジ挿
通孔３３とが重なり合うようになっている（図５を参照）。
【００３１】
　さて、本実施形態においては、ケース本体２１の枠部２２にカバー３０の側壁３２のう
ち覆い壁３１とは反対側の端部（図４における下側の端部）を除く部分３２Ａと当接する
当接部２６が設けられている。詳しくは、当接部２６は、カバー３０の側壁３２の覆い壁
３１とは反対側の端部（側壁３２の図示下端部）よりも覆い壁３１側の端部側（図示上側
）の部分に当接する部分である。当接部２６は図４に示すように枠部２２の外側面から外
側方向へ突出形成された突出部２５の一部であって、カバー３０の側壁３２と当接する部
分である。
【００３２】
　当接部２６は、図６に示すように、カバー３０の取付方向に平行な方向の断面における
形状が曲線状である。また、当接部２６は、カバー３０の取付方向に平行な方向の断面（
図４～図６に示す断面）において、一つの側壁３２につき１か所である。当接部２６は、
図６に示すように、カバー３０の側壁３２と１点で接触している。なお、カバー３０の取
付方向の前方は図４～図５に示した矢線Ｘの矢の指す方向（図示下方）である。
【００３３】
　ケース本体２１の当接部２６に連なる面には、カバー３０を取付方向（図４における下
方）へ案内する傾斜面（案内面の一例）が形成されている。詳しくは、突出部２５におい
て当接部２６よりも上方には上端に近づくに従い厚み寸法が小さくなるように形成された
傾斜面２７が形成されている。傾斜面２７は、カバー３０をケース本体２１に取り付ける
ときの案内面として機能する。
【００３４】
　また、ケース本体２１の突出部２５において、当接部２６よりもカバー３０の取付方向
の前方（下方）には、カバー３０の側壁３２から離れる方向に連なる面２５Ａが形成され
ている。
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【００３５】
　枠部２２において、当接部２６よりも下方であって、突出部２５の面２５Ａよりも下方
（カバーの取付方向の前方の一例）には内側方向に凹んだ凹部２８が設けられている。凹
部２８は、ケース本体２１とカバー３０との間に浸入する水を排水する排水部としての機
能を有する。また、凹部２８は、当接部２６の位置や面積を調整する機能も兼ね備えてい
る。
【００３６】
　凹部２８を設けることにより当接部２６とカバー３０との当接部分の位置や当接面積（
接触面積）等を適宜調整することができる。なお、本実施形態において、ケース本体２１
の枠部２２とカバー３０との隙間Ｓ（ケース本体２１とカバー３０との間）から水が浸入
した場合には、浸入した水が凹部２８に留まってケース本体２１とカバー３０の外に排水
されるので、回路構成体１１を水の浸入から保護することができる。
【００３７】
　次に、電気接続箱１０の組み付け手順について説明する。
　まず、上面に放熱用接着剤１６を塗布した放熱部材４０に対し、その周囲を囲むように
枠部２２（ケース本体２１）を取り付けるとともに、第１回路基板１２を放熱部材４０の
上面に配し、加熱によって硬化接着する。また、制御用コネクタ１９および第２回路基板
１７をケース本体２１の所定箇所に載置し、固定する。
【００３８】
　次にカバー３０をケース本体２１の上方から被せつけると、カバー３０の側壁３２とケ
ース本体２１に設けた枠部２２の突出部２５の上端が当接する。カバー３０をさらに下方
に移動させると、カバー３０の側壁３２がケース本体２１の突出部２５の傾斜面２７に案
内され円滑にカバー３０が取付方向（下方）へ移動する。
【００３９】
　カバー３０の位置決め孔３７に放熱部材４０の位置決め突部４３が受け入れられる位置
まで、カバー３０を移動させると、カバー３０のネジ挿通孔３３が放熱部材４０のネジ孔
４２と重なる位置に配され、カバー３０が放熱部材４０に対して位置決めされる。
【００４０】
　最後に、カバー３０のネジ挿通孔３３と、これに重ねられた放熱部材４０のネジ孔４２
にネジ５０を通し、ねじ止めを行う。これにより、カバー３０がケース本体２１を覆うよ
うに取り付けられ、カバー３０の側壁３２とケース本体２１の枠部２２に設けた当接部２
６とが当接する。
【００４１】
　次に本実施形態の作用および効果について説明する。
　本実施形態において、合成樹脂製のケース本体２１には収容部２９を覆うように取り付
けられる金属製のカバー３０の側壁３２のうち、覆い壁３１とは反対側の端部を除く部分
３２Ａと当接する当接部２６が設けられているので、電気接続箱１０が自動車等の車両に
搭載された場合のように振動を受けた場合であっても、カバー３０がケース本体２１の当
接部２６と当接することで振動が抑制され、異音の発生が抑制される。
【００４２】
　また、本実施形態によれば、ケース本体２１の当接部２６に連なる面にはカバー３０を
取付方向へ案内する傾斜面２７が形成されているから、カバー３０とケース本体２１とが
当接した後、カバー３０が突出部２５に形成された傾斜面２７により、取付方向へと案内
され、カバー３０をケース本体２１に円滑に取り付けることができる。
【００４３】
　また、本実施形態によれば、当接部２６よりもカバー３０の取付方向の前方(下方)には
、カバー３０の側壁３２から離れる方向に連なる面２５Ａが形成されているから、カバー
３０とケース本体２１とが、当接部２６よりも下方で接触しないので、異音の発生抑制効
果が確実なものとなる。
【００４４】
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　また、本実施形態によれば、当接部２６の、カバー３０の取付方向に平行な方向の断面
における形状が曲線状であるから、カバー３０の側壁３２と当接部２６とが接触すること
によって傷がつくのを防止することができる。
【００４５】
　また、本実施形態によれば、当接部２６は、カバー３０の取付方向に平行な方向の断面
において、一つの側壁３２につき１か所であるから、カバー３０とケース本体２１とが、
複数箇所で当接しないので、異音の発生抑制効果が確実なものとなる。
【００４６】
　また、本実施形態によれば、覆い壁３１と側壁３２とのなす角が鈍角であるから、成形
しやすい。
【００４７】
　また、本実施形態によれば、ケース本体２１には、当接部２６よりもカバー３０の取付
方向の前方（下方）に、ケース本体２１とカバー３０との間に浸入する水を排水する凹部
２８が設けられているから、回路構成体１１を水の浸入から保護することができる。また
、凹部２８の位置を調整することで当接部２６の位置や面積を調節することもできる。
【００４８】
　さらに、本実施形態によれば、カバー３０とともにケース本体２１を収容する金属製の
放熱部材４０を備えるから、回路構成体１１から発生する熱を放熱する放熱部材４０が収
容容器２０としても機能するので、部品点数を削減しつつ放熱性を高めることができる。
【００４９】
　加えて、本実施形態によれば、放熱部材４０のネジ孔４２に対してカバー３０のネジ挿
通孔３３を位置決めする位置決め部（位置決め孔３７、位置決め突部４３）を放熱部材４
０およびカバー３０に設けたので、カバー３０を放熱部材４０に位置決めしつつねじ止め
することができ作業性に優れる。
【００５０】
　＜他の実施形態＞
　本明細書で開示する技術は上記記述及び図面によって説明した実施形態に限定されるも
のではなく、例えば次のような実施形態であってもよい。
　（１）上記実施形態では、当接部２６に連なる面にカバー３０を取付方向へ案内する傾
斜面２７が形成されている構成を示したが、傾斜面のない構成であってもよい。
　（２）上記実施形態では、当接部２６よりも下方に、カバー３０の側壁３２から離れる
方向に連なる面２５Ａが形成されている突出部２５を示したが、突出部の下方にカバーの
側壁に沿って配される面が連なっていてもよい。
　（３）上記実施形態では当接部２６の、カバー３０の取付方向に平行な方向の断面にお
ける形状が曲線状である例を示したが、当接部の前記断面形状が角部を有する態様であっ
てもよい。
　（４）上記実施形態では、当接部２６が、カバー３０の取付方向に平行な方向の断面に
おいて、一つの側壁３２につき１か所である例を示したが２か所以上であってもよい。
　（５）上記実施形態では、覆い壁３１と側壁３２とのなす角が鈍角であるカバー３０を
示したが、覆い壁と側壁とのなす角が９０°以下であっても構わない。
　（６）上記実施形態では、ケース本体２１に、カバー３０とケース本体２１との間に浸
入する水を排水するとともに当接部２６の位置などを調整する凹部２８が設けられている
構成を示したが、凹部がない構成であってもよい。また当接部２６を調整する機能を有す
る部材と、排水部として機能する部材とを別々の部材で構成してもよい。また一方のみの
機能を有する部材を備えていてもよい。
　（７）上記実施形態では、カバー３０とともにケース本体２１を収容する放熱部材４０
を備える例を示したが、放熱部材を備えない構成であってもよいし、収容容器としての機
能を有さない放熱部材であってもよい。
　（８）上記実施形態では、放熱部材４０に位置決め突部４３を設け、カバー３０に位置
決め孔３７を設けた例を示したが、放熱部材に位置決め孔を設け、カバーに位置決め突部
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を設けても構わないし、放熱部材およびカバーに位置決め部を設けない構成であってもよ
い。
【符号の説明】
【００５１】
　１０…電気接続箱
　１１…回路構成体
　１２…第１回路基板
　１３…プリント基板
　１４…バスバー
　１７…第２回路基板
　２０…収容容器
　２１…ケース本体
　２２…枠部
　２５…突出部
　２６…当接部
　２７…傾斜面（案内面）
　２８…凹部
　２９…収容部
　３０…カバー
　３１…覆い壁
　３２…側壁
　３２Ａ…覆い壁とは反対側の端部を除く部分
　３３…ネジ挿通孔
　３７…位置決め孔
　４０…放熱部材
　４１…放熱フィン
　４２…ネジ孔
　４３…位置決め突部
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